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郵便番号を使って評価された自宅近隣施設環境と活動量計により評価

された身体活動量の横断的関連佐久コホートスタディ

安
ヤス

永
ナガ

明
アキ

智
トモ

 村
ムラ

上
カミ

晴
ハル

香
カ

2 森
モリ

田
タ

明
アケ

美
ミ

3 出
デ

浦
ウラ

喜
キ

丈
ジョウ

4

饗
アイ

場
バ

直
ナオ

美
ミ

5 渡
ワタ

邊
ナベ

昌
ショウ

6 宮
ミヤ

地
チ

元
モト

彦
ヒコ

2

目的 本研究は，地方都市在住の成人および高齢者を対象に郵便番号によって評価された客観的な

自宅近隣施設環境と加速度センサー付活動量計によって客観的に評価された身体活動量との関

係を横断的に検討することを目的とした。

方法 本研究は，佐久健康長寿プロジェクトの中間解析であり，佐久市に居住しデータの欠損がな

い30～84歳の男女1,274人（男性721人，女性553人）を対象とした。身体活動量に関連する自

宅近隣施設環境については，駅，スーパーマーケット・コンビニエンスストア，郵便局・銀

行，病院・診療所，役所・公民館，文化施設・児童館，公園，公共・民間スポーツ施設につい

て，佐久市役所の公式ホームページおよび NTT が発行しているタウンページのインターネッ

ト版 i タウンページから，住所と郵便番号を抽出し，郵便番号別に整理した。対象者の身体活

動量は，3 次元加速度センサー付活動量計を用いて測定し，1 日の平均歩数と 1 週間の中強度

以上（3 メッツ以上）の活動量について算出した。そして，施設環境を対象者の自宅住所の郵

便番号と関連づけ，身体活動量との関係を検討した。分析は，65歳未満と65歳以上の年齢グ

ループ別に，健康日本21（第二次）で設定されている目標歩数と中強度以上の活動量23メッツ・

時/週の 2 つの身体活動量の目標値をそれぞれ従属変数，自宅近隣施設環境を独立変数，満年

齢，性別，Body Mass Index を調整変数とした多重ロジスティック回帰分析を実施した。

結果 身体活動量と自宅近隣施設環境の関連は，65歳未満で，週に23メッツ・時の中強度以上の活

動量を満たしていることとスーパーマーケット・コンビニエンスストアの数が多いことが統計

学的に有意な関連を示した。65歳以上では，健康日本21（第二次）の目標歩数を満たしている

ことと郵便局・銀行の数が，中強度以上の活動量の目標値（23メッツ・時/週）を満たしてい

ることとスーパーマーケット・コンビニエンスストアの数が統計学的に有意な正の関連を示し

た。

結論 本研究の結果から，買い物や生活に必要な自宅近隣の施設の充実は，身体活動量の多いこと

と関連することが示唆された。
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 緒 言

身体不活動は，すべての年代で，様々な心身の疾

病の危険性を増加させることは周知の事実である。

そして国内外で，多くの身体活動ガイドラインが示

され，心身の健康を維持増進するために，定期的に

運動やスポーツに従事していくことや日常生活での

身体活動量を増加させていくことが推奨されてい

る1,2)。しかし，欧米などの他の先進諸国と同様

に，日本人の身体活動量は年々低下しており3)，そ

の増加に向けた方略を策定していくためにも，身体

活動量の多寡に関連する要因を同定していくことは

重要な課題である。

身体活動量の多寡には，個人の基本属性（たとえ
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ば，性別，年齢，教育歴，経済状態，など）や心理

社会的要因（たとえば，セルフ・エフィカシー，健

康への信念，ソーシャル・サポート，など）ととも

に，自宅近隣の環境が重要な影響を与えることが，

近年の研究で報告されている4)。たとえば，日本を

含めた11か国の成人を対象に，主観的に評価された

自宅近隣の環境と身体活動量の関連を検討した研

究5)では，大部分の国で自宅近隣に店舗や歩道が存

在することは身体活動量と正の関連を示すことが報

告されている。同様に，Liao ら6)も日本人男性

1,420人（平均年齢44歳）を対象に標準体重，過体

重別に身体活動量と自宅近隣の環境の関連を検討し

た結果，ウォーキングや中強度以上の身体活動量の

多さには，日用品や食料を買うための店舗やレクリ

エーション施設，バス停・駅へのアクセス，自宅近

隣の景観や歩道や自転車道路の整備状況，近所の安

全性等の環境を良く認知していることが関連してい

ることを明らかにしている。このように，近年多く

の研究者が，身体活動の多寡を規定する要因のひと

つとして自宅近隣の環境に注目し研究を推進してお

り，多くの研究で自宅近隣の環境は人の身体活動量

に影響を及ぼすことが示されている。

しかし，身体活動と自宅近隣の環境の関連を検討

した研究結果は必ずしも一致しているとは言い難

い。たとえば，McCormack と Shiell7) ならびに

Durand ら4)のシステマティック・レビューでは，

生活場面別の歩行や自転車活動，中強度以上の身体

活動に対する自宅近隣の環境の影響は，同じ環境で

も研究によってポジティブに作用しているケースと

ネガティブに作用しているケースが混在しており，

その結果は一致しないと述べられている。この理由

のひとつとして，身体活動と環境の関連を検討した

研究において，環境の評価に主観的方法と客観的方

法を用いたものが混在していることが考えられる。

Jack と McCormack8)は，同じ環境の主観的評価と

客観的評価は，その一致の程度は高くないこと，そ

して身体活動指標との間には異なった関連が示され

る研究が多いことを指摘している。

身体活動に関連する環境を評価する方法は，質問

紙調査などを用いた主観的な方法と地理情報システ

ム（Geographic Information System; GIS）などを用

いた客観的な方法がある。主観的な環境の評価は，

人の身体活動の多寡に強い影響を与える個人の自宅

近隣の環境への認知を評価することできる。しか

し，個人の環境の捉え方に対する認知的なバイアス

は避けられず，評価の正確性という点ではやや劣

る。一方，客観的な評価は，自宅近隣の環境を正確

に評価することが可能であり，身体活動を促進する

環境整備に対する客観的な情報を提供できる。健康

科学の研究分野においても， GIS で測定された環

境と身体活動量や種々の健康指標との関連を検討し

た研究が近年増加している9,10)。これらの研究で

は，身体活動に関連する自宅近隣の環境として，世

帯密度や道路の連結性，土地利用の多様性，公園や

レクリエーション施設，店舗の数やアクセスなどが

評価され，身体活動の多寡との関連が検討されてい

る。近年では，無料の GIS ソフトなどが普及して

きており，利活用の敷居は以前よりも低くなってい

る。しかし，解析に際しては多少の専門的知識を要

する。

そこで本研究では，郵便番号を使ってより簡便に

自宅近隣の環境を客観的に評価できる方法を提案す

る。日本郵政によれば11)，郵便番号は，人力に依存

する割合の極めて高い郵便事業の効率化を推進する

ことによって，将来にわたってなるべく安い料金で

良質な郵便サービスを安定的に供給することを目的

に導入されている。そして日本においては，郵便番

号は 7 けたの数字で表示され，それぞれの町域およ

び超高層ビルに設定されている。設定の基本パター

ンは，旧郵便番号が 3 けたの地域においては，1～3
けた目までが，集配局・管轄局を表す郵便区番号，

4～7 けた目までが町域番号である。町域番号は，

町域数に応じて 4 けた目および 5 けた目で大ブロッ

クに分け，さらに，大ブロック内を 6 けた目で小ブ

ロックに分けて設定されている。旧郵便番号が 5 け

たの場合，1～5 けた目までが郵便区番号，6～7 け

た目までが町域番号で，6 けた目で小ブロックに分

けている。このように，郵便番号は，極めて体系

的・効率的に地理上の所在地を区分けしており，自

宅近隣の環境を評価する上でも簡便かつ有用な指標

として利用できると考えられる。

一方で，身体活動量についても，質問紙調査票な

どの主観的評価では精確に定量することが難しいこ

とが指摘されており12)，とくに高齢者においては，

認知機能の低下などと相俟って，リコールバイアス

が大きいことが指摘されている13)。

そこで本研究では，郵便番号を使った簡便かつ安

価な自宅近隣の環境の評価方法を提案しその有用性

を検討すること，そして地方都市在住の成人および

高齢者を対象に郵便番号によって評価された客観的

な環境と 3 次元加速度センサー付活動量計によって

客観的に評価された身体活動量との関係を横断的に

検討することを目的とする。なお，本研究では，環

境を対象者の自宅近隣の身体活動に関連すると考え

られる施設の数（自宅近隣施設環境）で評価した。

先行研究では，身体活動量に影響する環境を構成す
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表 本研究で抽出した身体活動に関連する施設環境

No. 抽出した施設 施設数 再分類したカテゴリー 施設数

1 駅 10 駅 10

2 スーパーマーケット 20
スーパーマーケット・コンビニエンスストア 67

3 コンビニエンスストア 47

4 郵便局（簡易郵便局含む） 33

郵便局・銀行 515 銀行 10

6 信用金庫・組合 8

7 病院・診療所（歯科含む） 115 病院・診療所 115

8 市役所・支所 4
役所・公民館 12

9 公民館 8

10 自然科学系施設（天文館，昆虫館等） 3

文化施設・児童館 40

11 美術系施設（美術館，彫刻館等） 4

12 歴史系施設（歴史資料館等） 7

13 学習センター・ホール 3

14 図書館 5

15 児童館 18

16 公園 63 公園 63

17
公共スポーツ施設（体育館，グラウンド，テ
ニスコート，マレットゴルフ場，弓道場，武
道館，等）

40

公共・民間スポーツ施設 69

18
民間スポーツ施設（フィットネスクラブ，ヨ
ガ教室，卓球場，空手教室，その他の武道教
室，等）

29
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る重要な要素の一つとして，自宅近隣の施設の種類

や数が挙げられている4,5)。私たちの知る範囲で

は，身体活動量と自宅近隣の環境の両方を客観的に

評価し，その関連を検討した研究は存在しておら

ず，本研究は，認知的なバイアスなしに両者の関係

を明確にできる貴重な研究になると思われる。

 研 究 方 法

. 研究デザインと研究参加者

本研究は，長野県佐久市を中心としたコホートで

ある佐久健康長寿プロジェクト（UMIN000013239）
の中間解析である。本研究では，2010年 9 月までに

登録された1,899人のうち，佐久市内に居住してい

ること，問診データの基本的な項目および加速度計

によって測定された身体活動量データに欠損のない

ことの基準を満たす30～84歳の男女1,274人（男性

721人58.2±9.8歳，女性553人56.8±10.1歳）を

対象に身体活動量の多寡と環境の関連について検討

した。

本研究を始めるにあたり，独立行政法人国立健

康・栄養研究所における研究倫理審査委員会の承認

を受けた（承認日平成20年10月28日，改定承認日平

成26年 7 月16日）。またすべての被験者には，本研

究の目的や意義，危険性について口頭および文章に

て説明を行い，研究参加への同意を得た。

. 自宅近隣施設環境

本研究では，身体活動に関連する環境を主観的に

評価した質問紙調査票14)を参考に設定した佐久市内

の18種類の施設（表 1）について，佐久市役所の公

式ホームページ15)および NTT が発行している業種

別電話帳であるタウンページのインターネット版 i
タウンページ16)から，住所と郵便番号を抽出した。

その後，抽出した18種類の施設を同種類にまとめ，

8 種類に再分類した。そしてこれらの施設を 7 けた

の郵便番号別に整理してその数を求めた。対象者の

自宅住所の 7 けたの郵便番号と一致した 8 種類の施

設の数を対象者の自宅近隣施設環境とした。

. 身体活動量

対象者の身体活動量は，3 次元加速度センサー付

活動量計（Actimarker EW4800; Panasonic 製，日本）
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表 対象者の特徴

65 歳 未 満 65 歳 以 上

全 体 男 性
（527人)

女 性
（427人) P 値 全 体 男 性

（194人)
女 性

（126人) P 値

身長（cm)1 164.0±8.4 169.5±6.0 157.1±5.2 ＜0.01 159.9±8.1 164.8±5.6 152.3±5.0 ＜0.01
体重（kg)1 62.2±11.3 68.4±9.7 54.6±8.1 ＜0.01 60.0±9.5 64.2±7.9 52.6±7.3 ＜0.01
BMI（kg/m2)1 23.0±3.1 23.8±2.9 22.1±3.1 ＜0.01 23.3±2.8 23.6±2.6 22.7±3.1 0.01
歩数の目標値を満たして
いる者2 386(40.5) 200(38.0) 186(43.6) 0.08 185(57.8) 105(54.1) 80(63.5) 0.10

中強度以上の活動量の目
標値を満たしている者2 390(40.9) 192(36.4) 198(46.4) ＜0.01 122(38.1) 69(35.6) 53(42.1) 0.24

1 数値平均値±標準偏差，分析対応のない t 検定
2 数値人数（割合)，分析x2 検定

歩数の目標値65歳未満の男性9,000歩/日，女性8,500歩/日65歳以上の男性7,000歩/日，女性6,000歩/日

中強度以上の活動量の目標値すべての年代，性別23メッツ・時/週

BMI＝Body Mass Index
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を用いて20日間測定した。Actimarker EW4800は，

二重標識水や酸素摂取量で測定された身体活動量と

の誤差も少ない精度が高い活動量計である17,18)。ま

た非常に小型（60.0×13.0×35.0 mm）で軽量（24
g）のため対象者の装着の負担も少ないと考えられ

る。本研究では，1 日の歩数と中強度以上（≧3 メ

ッツ）の活動量について，10日間以上の有効日の平

均を算出した。身体活動データの有効日となる採用

基準は，1 日10時間以上の装着があった場合とし

た。得られた身体活動量は，歩数については，健康

日本21・第二次2)の身体活動・運動の 1 日の歩数の

目標値（20～64歳男性9,000歩，20～64歳女性8,500
歩，65歳以上男性7,000歩，65歳以上女性6,000歩）

を満たしているか否か，中強度以上の活動量につい

ては，健康づくりのための身体活動基準201319)の推

奨基準に準じて，年齢，性別にかかわらず 1 週間に

23メッツ・時以上（1 日約3.29メッツ・時以上）の

活動量を満たしているか否かを基準として，それぞ

れに関連する要因について検討を行った。なお，健

康づくりのための身体活動基準においては，65歳以

上に対する中強度以上の活動量の推奨基準は設定さ

れていないことから，本研究では，65歳未満のグ

ループと同様に23メッツ・時/週を満たしているか

否かを目標値として設定した。

. 分析方法

連続変数は平均±標準偏差，離散変数は度数（割

合）で示した。対象者の特徴の性差および 2 つ

の身体活動量の目標値を満たしているか否かと年齢，

Body Mass Index（BMI），自宅近隣施設環境の関連

については，平均の差の検定については対応のない

t 検定を用いて，度数（割合）の差の検定について

は x2 検定で分析した。また本研究では，日本人の

身体活動量の推奨基準達成に影響する環境要因を検

討するため，65歳未満と65歳以上の年齢グループ別

に，2 つの身体活動量の目標値を満たしているか否

かを別々の従属変数，自宅近隣施設環境を独立変

数，満年齢，性別，BMI を調整変数とした多重ロ

ジスティック回帰分析を用いて分析を行った。すべ

ての分析は，Statistical Package for Social Science
20.0 (IBM）を用いて実施し，5未満を統計的有

意水準として採用した。

 研 究 結 果

. 対象者の特徴と身体活動量の分布

本研究の対象者の身長，体重，BMI および身体

活動の状況は表 2 に示す通りである。65歳未満，65
歳以上の両グループとも，男性が女性と比較して，

統計学的有意に身長が高く，体重が重く，BMI が
高かった。また65歳未満のグループで，1 週間に23
メッツ・時以上の中強度以上の活動量を満たしてい

る者の割合に統計学的に有意な性差が認められた

（男性36 vs. 女性46; P＜0.01）。一方，65歳未満

と65歳以上の両グループの 1 日の歩数および65歳以

上の中強度以上の活動量の目標値を満たしているか

否かの割合については，統計学的有意な性差は認め

られなかった。

対象者の身体活動量の分布は図 1, 2 に示す通り

である。1 日の平均歩数は，8,331±3,086歩（歪度

0.708，尖度0.675）（図 1），年齢グループ別では，

65歳未満8,514±2,991歩，65歳以上7,785±3,297歩
であった。また 1 週間あたりの中強度以上の活動量

は，22.6±13.4メッツ・時/週（歪度1.428，尖度

3.144）（図 2），年齢グループ別では，65歳未満23.3
±13.4メッツ・時/週，65歳以上20.6±13.0メッツ・
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図 対象者の 1 日の平均歩数の分布

図 対象者の 1 週間あたりの中強度以上の活動量の分布
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時/週であった。

. 郵便番号を用いた自宅近隣施設環境の評価

本研究で抽出した身体活動に関連する施設環境は

表 1 に示す通りである。はじめに18種類の施設を抽

出し，同種類ごとに 8 種類に再分類した。再分類し

た施設数は，駅10，スーパーマーケット・コンビニ

エンスストア67，郵便局・銀行51，病院・診療所

115，役所・公民館12，文化施設・児童館40，公園

63，公共・民間スポーツ施設69であった。また佐久

市内の郵便番号の総数は71，佐久市の総面積は423
km2 あり，総面積を郵便番号数で除すると，一郵便

番号あたりの範囲面積は5.96 km2 であった。

. 身体活動量と対象者の特徴および自宅近隣施

設環境の関連

2 つの身体活動量の目標値を満たしているか否か

と対象者の特徴および自宅近隣施設環境の関連は表

3, 4 に示す通りである。対応のない t 検定の結果，

歩数の目標値を満たしている者は満たしていない者

と比較して，65歳未満のグループで BMI (22.6±

2.7 kg/m2 vs. 23.4±3.3 kg/m2; P＜0.01）が，65歳
以上のグループで年齢（68.8±2.9歳 vs. 70.6±4.0
歳P＜0.01）および BMI（22.9±2.7 kg/m2 vs.
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表 歩数と年齢，BMI，自宅近隣施設環境の関連

65 歳 未 満 65 歳 以 上

満たしている
（386人)

満たしていない
（568人) P 値

満たしている
（185人)

満たしていない
（135人) P 値

年齢 53.8±8.0 53.5±7.9 0.55 68.8±2.9 70.6±4.0 ＜0.01
BMI（kg/m2) 22.6±2.7 23.4±3.3 ＜0.01 22.9±2.7 23.8±2.8 0.01
駅 0.4±0.7 0.4±0.7 0.52 0.4±0.8 0.5±0.8 0.47
スーパーマーケット・
コンビニエンスストア 2.0±2.4 1.9±2.4 0.60 2.1±2.6 2.1±2.7 0.98

郵便局・銀行 1.8±2.5 1.8±2.4 0.80 1.8±2.5 1.9±2.6 0.68
病院・診療所 4.7±7.6 4.6±7.5 0.92 5.2±8.0 5.4±8.2 0.83
役所・公民館 0.3±0.6 0.3±0.5 0.63 0.3±0.5 0.3±0.5 0.63
文化施設・児童館 1.0±1.0 1.0±1.0 0.75 1.1±1.0 1.2±1.1 0.52
公園 1.8±2.8 1.8±2.7 0.89 1.9±2.9 2.2±2.9 0.41
公共・民間スポーツ施設 1.8±1.8 1.7±1.8 0.57 1.7±1.9 1.8±2.0 0.52

数値平均値±標準偏差

歩数の目標値65歳未満の男性9,000歩/日，女性8,500歩/日65歳以上の男性7,000歩/日，女性6,000歩/日

BMI＝Body Mass Index

表 中強度以上の活動量と年齢，BMI，自宅近隣施設環境の関連

65 歳 未 満 65 歳 以 上

満たしている
（390人)

満たしていない
（564人) P 値 満たしている

（122人)
満たしていない

（198人) P 値

年齢 54.1±8.1 53.2±7.9 0.10 68.6±2.8 70.2±3.8 ＜0.01
BMI（kg/m2) 22.6±2.8 23.3±3.2 ＜0.01 22.9±2.6 23.5±2.9 0.06
駅 0.4±0.7 0.4±0.7 0.22 0.4±0.8 0.4±0.8 0.84
スーパーマーケット・
コンビニエンスストア 2.0±2.4 1.9±2.4 0.68 2.0±2.5 2.1±2.7 0.93

郵便局・銀行 1.8±2.4 1.8±2.4 0.99 1.8±2.7 1.9±2.5 0.70
病院・診療所 4.6±7.5 4.6±7.5 1.00 4.7±7.6 5.7±8.4 0.32
役所・公民館 0.3±0.6 0.3±0.5 0.49 0.3±0.5 0.3±0.5 0.35
文化施設・児童館 0.9±1.0 1.0±1.0 0.19 1.1±1.0 1.1±1.1 0.50
公園 1.8±2.7 1.9±2.7 0.74 1.8±2.9 2.2±2.9 0.34
公共・民間スポーツ施設 1.8±1.8 1.7±1.8 0.60 1.5±1.8 1.9±2.1 0.14

数値平均値±標準偏差

中強度以上の活動量の目標値すべての年代，性別23メッツ・時/週

BMI＝Body Mass Index
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23.8±2.8 kg/m2; P＝0.01）が，それぞれ統計学的

有意に低かった（表 3）。また中強度以上の活動量

に関しては，目標値を満たしている者は満たしてい

ない者と比較して，65歳未満のグループで BMI
（22.6±2.8 kg/m2 vs. 23.3±3.2 kg/m2; P＜0.01）が，

65歳以上のグループで年齢（68.6±2.8歳 vs. 70.2±

3.8歳P＜0.01）が，それぞれ統計学的有意に低い

値を示した（表 4）。
. 身体活動量への自宅近隣施設環境の影響

2 つの身体活動量の目標値を従属変数，自宅近隣

施設環境を独立変数，年齢，性別，BMI を調整変

数とした多重ロジスティック分析の結果は，表 5, 6
に示す通りである。歩数の目標値を満たしているか

否かには，65歳以上のグループで，郵便局・銀行の

数が統計学的有意な関連を示した（OR : 1.31 ; 95

CI : 1.021.67 ; P＝0.04）（表 5）。また中強度以上

の活動量を満たしているか否かには，65歳未満

（OR : 1.19 ; 95CI : 1.011.40 ; P＝0.04），65歳以

上（OR : 1.40 ; 95CI : 1.021.93 ; P＝0.04）の両

グループにおいて，スーパーマーケット・コンビニ

エンスストアの数がそれぞれ統計学的有意な関連を

示した。また 5水準での統計学的有意性は示され
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表 歩数の目標値を満たしていることへの自宅近隣施設環境の影響

65 歳 未 満 65 歳 以 上

オッズ比 95信頼区間 P 値 オッズ比 95信頼区間 P 値

駅 1.37 0.91 2.05 0.13 0.90 0.44 1.85 0.77
スーパーマーケット・コンビニエンスストア 1.08 0.92 1.28 0.35 1.15 0.83 1.59 0.41
郵便局・銀行 1.01 0.89 1.15 0.89 1.31 1.02 1.67 0.04
病院・診療所 0.95 0.89 1.02 0.17 1.06 0.92 1.22 0.41
役所・公民館 1.09 0.76 1.56 0.65 1.90 0.78 4.64 0.16
文化施設・児童館 0.87 0.71 1.07 0.18 0.99 0.71 1.36 0.93
公園 0.99 0.80 1.21 0.91 0.68 0.46 1.00 0.05
公共・民間スポーツ施設 1.06 0.92 1.23 0.42 0.77 0.56 1.05 0.10

年齢，性別，BMI を調整済み

歩数の目標値65歳未満の男性9,000歩/日，女性8,500歩/日65歳以上の男性7,000歩/日，女性6,000歩/日

表 中強度以上の活動量の目標値を満たしていることへの自宅近隣施設環境の影響

65 歳 未 満 65 歳 以 上

オッズ比 95信頼区間 P 値 オッズ比 95信頼区間 P 値

駅 0.70 0.46 1.06 0.09 1.35 0.66 2.80 0.42
スーパーマーケット・コンビニエンスストア 1.19 1.01 1.40 0.04 1.40 1.02 1.93 0.04
郵便局・銀行 1.04 0.92 1.18 0.54 1.28 1.00 1.64 0.05
病院・診療所 0.98 0.91 1.05 0.51 0.90 0.79 1.04 0.16
役所・公民館 1.02 0.71 1.46 0.93 1.87 0.79 4.43 0.16
文化施設・児童館 0.89 0.72 1.09 0.26 0.89 0.64 1.24 0.49
公園 0.98 0.79 1.20 0.82 0.81 0.55 1.19 0.29
公共・民間スポーツ施設 1.04 0.90 1.21 0.58 0.80 0.59 1.09 0.16

年齢，性別，BMI を調整済み

中強度以上の活動量の目標値すべての年代，性別23メッツ・時/週
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なかったが，65歳以上のグループでは，郵便局や銀

行の数も活動量との関連の傾向が見られた（OR :
1.28 ; 95CI : 1.001.64, P＝0.051）（表 6）。

 考 察

本研究では，郵便番号によって分類された対象者

の自宅近隣の身体活動に関連する施設環境と客観的

に測定された身体活動量との関係を横断的に検討し

た。序論でも述べたように，郵便番号は，体系的・

効率的に地理上の所在地を区分けしており，自宅近

隣の施設環境を評価する上でも簡便かつ客観的な指

標として利用できると考えられる。

本研究の対象者の居住する佐久市の郵便番号数は

71であり，佐久市の総面積423.99 km2 を71で除する

と，一郵便番号あたりの範囲面積は平均5.97 km2

（約半径1,380 m 圏内）となる。GIS を使って自宅

近隣の環境を客観的に評価した先行研究は，その範

囲を自宅から半径 1 mile（約1,609 m面積8.13 km2）

以内に設定したものが多い20～22)。また，身体活動

に関連する環境を主観的に評価する質問紙調査の多

くは，自宅近隣の環境を自宅から徒歩10分から15分
の範囲と定義している23,24)。これは毎分90 m で歩

行25,26)した場合，900 m から1,350 m の距離に該当

する。佐久市には，広大な山林（171 km2）や原野

（28 km2）があること27)やエリアによって多少の広

狭は考慮する必要があるものの，本研究での郵便番

号を利用した自宅近隣の環境評価は，先行研究とほ

ぼ同面積に相当する範囲を評価できているものと考

えられる。

郵便番号を用いて評価した自宅近隣施設環境と身

体活動量の関連を検討した結果，65歳以上のグルー

プでは，自宅近隣に郵便局・銀行が多いことは，健

康日本21・第二次での目標歩数を満たしていること

と統計学的有意な関連が示された。また，自宅近隣

のスーパーマーケット・コンビニエンスストアの数

の多さは，週に23メッツ・時の中強度以上の活動量
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を満たしていることと統計学的有意に関連してい

た。加えて，郵便局・銀行の数も統計学的には有意

水準に達していないが（P＝0.051），中強度以上の

活動量と関連がある傾向が見られた。日本人中高齢

者を対象に主観的な評価を用いて身体活動量と自宅

近隣の環境の関連を検討した研究28)では，移動に関

連した歩行を週に100分以上行っている者は，日用

品を買う店やスーパーマーケットなどへのアクセス

が良いと認知していることが報告されている。その

他の先行研究においても，自宅近隣に食料品店など

の店舗が存在することは，比較的一貫して身体活動

量と正の関連を示すことが明らかにされている5)。

国土交通白書29)によれば，60歳以上の自家用車保有

率は，60歳未満と比較して，大幅に低いことが報告

されている。このようなことからも，自家用車や免

許の保有率が低下してくる高齢者世代においては，

スーパーマーケットやコンビニエンスストア，銀

行，郵便局など日常生活を送るために必要な施設が

自宅近隣に充実していることは，日常生活における

身体活動量の増加に貢献すると考えられる。

一方，65歳未満のグループでは，週に23メッツ・

時の中強度以上の活動を満たしていることと関連が

示された自宅近隣施設環境は，スーパーマーケッ

ト・コンビニエンスストアの多さのみであった。健

康日本21・第二次の目標歩数を満たすことに対して

は，統計学的有意に関連する生活環境は示されなか

った。この理由としては，日常生活の移動における

自動車の利用が考えられる。先行研究では，自家用

車の保有は移動に関連する身体活動量の少なさと関

連することが報告されている28)。佐久市のある長野

県は，一世帯あたりの自家用車保有台数が，全国47
都道府県中第 8 位となっている30)。したがって，こ

の地域の人々は，買い物や日常生活を送るのに必要

な行動の移動に関しては，主に自家用車を使用して

いることが推察される。そして，高齢者世代と比較

して自家用車や免許の保有率の高い壮年・中年期世

代では，その傾向が強いことが予測されるため，自

宅近隣の日常生活を送るために必要な施設の充実度

が歩行や身体活動量に与える影響が高齢者と比較し

て少なかったと推測される。しかし，65歳以上のグ

ループと同様に，スーパーマーケット・コンビニエ

ンスストアの数は，歩数との間に統計学的有意な関

連は認められなかったが，中強度以上の活動量との

間には統計学的有意な関連が示された。改訂版「身

体活動のメッツ表｣31,32)によれば，時速 4 km で平地

をふつうの速度で歩いた場合の運動強度は3.0メッ

ツ・時，また散歩は3.5メッツ・時となっており，

近隣に徒歩で買い物に出かけた場合の運動強度は，

これらの歩行に関連した活動とほぼ同程度であると

考えられる。したがって，自家用車などを使わずに

意識的に徒歩で買い物に出かけた場合，日常生活で

の中強度以上の活動量の増加に結びつくことが推察

される。そして，日常生活で頻繁に利用するスー

パーマーケットやコンビニエンスストアが自宅近隣

に充実していることは，中強度の活動の促進につな

がるのだろう。

本研究では，身体活動量と公園およびスポーツ施

設に関しても，歩数，中強度以上の活動量との間に

統計学的に有意な関連は示されなかった。先行研究

の結果を概観してみても，身体活動量へのスポーツ

関連施設や公園などの影響は一致していない。たと

えば，日本人を含めた11か国の成人を対象とした研

究では，ほとんどの国で，週に150分間の身体活動

の実施しているかどうかと自宅近隣の公園や公共ス

ポーツ施設などのレクリエーション施設の数は，統

計学的な有意な関連を示さなかったことが報告され

ている5)。成人の身体活動量と環境の関連を検討し

たシステマティック・レビュー7)においても，移

動，レクリエーション，全般的なウォーキングやサ

イクリング，中強度以上の活動量のそれぞれに対し

て，レクリエーション施設および公園は，多くの研

究で統計学的に有意な影響を与えていないことが示

されている。これらの理由については明確ではない

が，本研究では，前述したように，この地域の人々

の主たる移動手段が自家用車であることや，運動や

スポーツ活動への参加の有無ではなく，すべての身

体活動量を目的変数として自宅近隣施設環境との関

連を検討したことが影響したのかも知れない。運

動・スポーツへの参加には，これらの環境が重要な

影響を与える可能性はある。

本研究の限界と今後の課題には，以下の点が挙げ

られる。ひとつは，客観的に評価できない環境の存

在である。自宅近隣の景観の美しさや近所で運動し

ている人を良くみかけるなど，身体活動量との関係

が指摘されている認知的評価に頼る社会的環境につ

いては郵便番号を用いて評価することができない。

加えて，自宅近隣の自転車道や歩道の有無なども郵

便番号別の区分では評価することは難しい。これら

環境の評価については，主観的な評価を併用し補う

必要があるだろう。次に，自宅近隣施設環境の評価

の精度の問題である。本研究では，市役所のホーム

ページや i タウンページから抽出した郵便番号ごと

の施設数で対象者の身体活動に関連する環境を評価

した。この方法は，簡便かつ安価に自宅近隣施設環

境を評価できるという利点はあるが，ホームページ

上に掲載されていない施設に関しては把握すること
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ができず，GIS での評価と比較すると精度という点

で劣ることは否めない。また郵便番号の境界地域に

住む人々は，その番号に隣接する地区の施設なども

よく利用する可能性があるが，この点についても適

切に評価できないという問題が残る。この点につい

て，今後さらなる検討が必要である。また本研究で

は，対象者の身体活動量を活動量計を用いて客観的

に評価しているが，24時間の装着は難しいことや，

水中運動や入浴，シャワーなどの時に使用できない

ことなどから，身体活動量を過小評価している可能

性も否定できない。加えて，自家用車の保有や日常

の運転の状況について尋ねていない。自動車の保有

や利用以外の身体活動に関係する就労の有無や家族

形態などの社会経済的要因も考慮し，それらの交絡

も検討していく必要があるだろう。さらに本研究の

対象者は，国民健康・栄養調査（平成25年)33)で示

されている同世代の身体活動量と比較すると，1 日

の平均歩数が多い活動的な人たちであった。また本

研究は，一地方都市で実施されたものであることか

ら，結果を他の大都市等に外挿することには注意を

要する。今後は，大都市部を含めた様々な地域で郵

便番号を使用した自宅近隣施設環境の評価の有効性

を検証し，多様な人々を対象に身体活動量との関連

を検討していくことが重要である。

 結 語

本研究は，身体活動量と自宅近隣施設環境の両方

を客観的に評価し，認知的なバイアスなしに両者の

関係を検討し明らかにした貴重な研究である。本研

究の結果は，いくつかの検討すべき課題は残るもの

の，郵便番号を用いた自宅近隣の施設環境評価の有

用性を示唆した。この環境評価法は，GIS を利用す

るよりも簡便かつ安価に身体活動に関連する自宅近

隣施設環境を客観的に評価できる。また，身体活動

量と評価された自宅近隣施設環境の関係を検討した

結果，買い物や生活に必要な環境の充実は，身体活

動量の多いことと関連することも示された。とくに

高齢者では，若い世代と比較して，これらの環境の

存在は活動量より強く関連するだろう。

本研究は，科学研究費補助金・基盤研究（A）「日本人

の身体活動量に関与する環境・遺伝要因とその相互作用

に関する網羅的研究，研究課題番号23240089」（研究代

表者宮地元彦）の助成を受けている。

本研究は，利益相反に相当する事項はない。
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Cross-sectional association of the number of neighborhood facilities assessed using
postal code with objectively measured physical activity: the Saku cohort study

Akitomo YASUNAGA, Haruka MURAKAMI2, Akemi MORITA3, Kijyo DEURA4,
Naomi AIBA5, Shaw WATANABE6and Motohiko MIYACHI2

Key wordsaccelerometer, environment, postal code, cross-sectional study

Objectives The aim of this study was to examine the association between the number of neighborhood facil-
ities that were assessed according to postal code and objectively measured physical activity by using
an accelerometer in community-dwelling Japanese people.

Methods The participants included 1,274 Japanese people aged 3084 years from the Saku cohort study. As
neighborhood facilities related to physical activity, we extracted information regarding train sta-
tions, supermarkets/convenience stores, postal o‹ces/banks, hospitals/clinics, public o‹ces/com-
munity centers, cultural facilities/public children's houses, parks, and sports facilities by using each
participant's postal code from the online version of the iTownPages directory published by Nippon
Telegraph and Telephone Corporation (NTT) and the o‹cial homepage of the Saku City Govern-
ment O‹ce. We measured each participant's physical activity level using an accelerometer, and cal-
culated the average daily step count and the average weekly period of moderate-to-vigorous intensity
(3 metabolic equivalents of tasks [METs]) physical activity. The association between two select-
ed physical activity-related variables and the numbers of eight types of neighborhood facilities were
analyzed by multivariate logistic regression analysis for people aged 3064 years and for those aged
over 65 years.

Results On multivariate logistic regression analysis, meeting the 23 METs h/week of moderate-to-
vigorous intensity physical activity was signiˆcantly and positively associated with the number of su-
permarkets/convenience stores in the neighborhood in both age groups. In addition, meeting the
desired daily step count outlined in the Japanese National Health Promotion guidelines was posi-
tively related to the number of postal o‹ces/banks for people aged over 65 years.

Conclusion The results of this study suggest that a su‹cient number of neighborhood facilities (i.e., stores,
banks, and postal o‹ces) is closely associated with the promotion of physical activity.
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